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ベトナム： ベトナムで就労する外国人に関する規定の厳格化 
執筆者：Vu Le Bang, Nguyen Thi Thanh Huong 

 

 何か月もの起草期間を経て、労働法の規定のうち、ベトナムで就労する外国人労働者及び外国の組織や個人のために就労す

るベトナム人労働者の採用と管理に関し、詳細を定めた政令 152/2020/ND-CP 号(以下「政令 152 号」という。)が 2020 年 12 月

30 日に制定された。 

 

 政令 152 号は、2016 年 2 月 3 日付の政令 11/2016/ND-CP 号(以下「政令 11 号」という。)及び 2014 年 7 月 28 日付の政令

75/2014/ND-CP 号に代わって、2021 年 2 月 15 日に施行された。政府は、政令 152 号において、ベトナムの外国人労働者につ

き、より厳格な規定を設けている。以下、政令 152 号における、外国人労働者に関する規定のうち、注目すべき点を説明する。 

 

1. ベトナムで就労する外国人労働者の資格要件の厳格化 

 

 ベトナムで就労する外国人労働者の資格要件は、政令 152 号により厳格化されている。外国人労働者が専門家とみなされるた

めには、ベトナムで予定されている業務に適した「実務証明書」及び 5 年以上の実務経験を有していなければならない。この資格

要件は、外国の機関、組織又は企業が、当該外国人が専門家であることを証明する文書を発行するという従来の資格要件に

取って代わるものである。したがって、外国人労働者が専門家であることを、その労働者の所属する組織等が証明することは認

められない。政令 152 号においては、「実務証明書」の定義が定められていないため、この定義に関する新たな指針が発行される

か、又は明確にされない限り、実務上どのような証明書が「実務証明書」として受け入れられるかは、事案に応じ、地方の労働傷

病兵社会局の裁量に依拠することとなる。 

 

 政令 152 号は、外国人労働者が専門家としてみなされるためのその他の要件も定めている。具体的には、(1)少なくとも 3 年間

の実務経験及び学士以上の学位(いずれの場合も、ベトナムで従事する予定の職務に適したもの)、又は(2)首相の検討・決定に

基づくその他の特別な要件である。もっとも、(1)は、予定される職務・職位に適合している必要があるため、常に利用できるとは限

らず、(2)の適用は限定的である点に留意する必要がある。 
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2. 労働許可証の取得の免除要件及び手続の改定 

 

(i) 労働許可証の免除要件の厳格化 

 

 労働法の定めに沿って、政令 152 号は、(i)有限責任会社の外国人社員及び(ii)株式会社の取締役に適用される労働許可証の

取得の免除に関し、詳細な基準を定めている。定款資本額が 30 億ドン以上の企業のみが労働許可証免除の対象となる一方、定

款資本額が 30 億ドン未満の企業は、労働許可証の取得の免除を受ける権利を有さないため、複雑な手続を経て、労働許可証を

取得しなければならない。 

 

(ii) 労働許可証の免除に係る手続の改定 

 

 政令 11 号は、限定的な例外を除き、労働許可証の取得が免除された場合の確認手続を義務付け、例外の場合についての手

続は定めていなかった。政令 152 号は、確認手続を実質的に維持しているが、かかる確認手続の例外を、以下の場合に拡大して

いる。(1)ベトナム人と結婚し、ベトナム国内に居住する外国人、(2)有限責任会社の外国人個人の出資者、(3)司法省が発行した

免許に基づき、ベトナムで就労する外国人弁護士等。また、労働許可証又は労働許可証取得の免除の確認を必要としない者に

ついては、届出手続を新たに義務付けている(この場合、当該外国人労働者がベトナムで就労する予定日の、少なくとも 3 日前ま

でに当局に届け出ることのみが必要とされる。)。 

 

3. 労働許可証の期間の延長 

 

 政令 11 号のもとでは、労働許可証は、その有効期間の満了時に再発給のみすることができた。新労働法のもとでは、労働許可

証を 1 回、2 年間に限り延長できることとなった。もっとも、政令 152 号は、その施行日前に発給された労働許可証の取扱いにつ

いての定めを置いていないため、旧規則のもと発給された労働許可証を政令 152 号に基づいて延長できるか否かについては、労

働当局によって見解が異なるようである。労働許可証の延長は、実務上、まだ実施されていないようである。 

 

4. 労働許可証の取消 

 

 政令 152 号は、ベトナムにおける雇用期間中に、外国人労働者がベトナム法を遵守しない場合、労働許可証を取り消すことがで

きるとする新たな規定を追加した。この新たな規定の内容は曖昧であり、実務上、何が労働許可証の取消事由となるかは、当局

の裁量に拠るところが大きいものと思われる。 

 

 さらに、政令 11 号は、労働許可証取消事由のみを規定していたが、政令 152 号では、労働許可証取消の手続を定めている。使

用者は、労働許可証の取消日から 15 日以内に、取り消された労働許可証を、当該取消の理由を説明する書類と共に、所轄の労

働当局に返却する義務を負う。その後、所轄の労働当局は、使用者から取り消された労働許可証を受領した日から 5営業日以内

に、労働許可証の取消の承認書を発行する。 
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監修者 
本ニューズレターの内容に関するお問い合わせにつきましては、こちらの E-mail にお寄せください。 

na_vnnl@eml.nishimura.com  
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西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士 ホーチミン事務所代表 

2004 年弁護士登録。2013 年ベトナム外国弁護士登録。2014 年よりホーチミン日本商工会労働雇用委員会(現ホー

チミン日本商工会議所法務・労務委員会)委員を務める。ベトナムにおける労働法務を含めた一般企業法務、不動

産、インフラ、エネルギー、ファイナンス、M&A 等幅広い案件に携わる。 
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西村あさひ法律事務所 ホーチミン事務所 パートナー 

ホーチミン事務所のベトナムパートナーとしてベトナムプラクティスを主導。インバウンド投資案件、一般企業法務、

M&A、コンプライアンス、不動産および建設、労働法務に精通している。キャピタルマーケッツ、プロジェクトファイナ

ンス、インフラ、エネルギー案件にも多数関与。 

ソウル、ホーチミンシティのロゴス法律事務所および多国籍企業での執務経験を有する。 

2007 年にベトナム社会主義共和国弁護士登録。 
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西村あさひ法律事務所 ハノイ事務所 カウンセル 

 

ベトナム社会主義共和国弁護士登録。ハノイ市の YKVN 法律事務所等約10年の実務経験を経て、2013年に西村あ

さひ法律事務所ハノイ事務所入所。 
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当事務所のアジアプラクティスは、日本とベトナム、インドネシア、シンガポール、フィリピン、タイ、マレーシア、ラオス、カンボジア、ミャンマー、イン

ド、中国、台湾、香港、韓国等を含むアジア諸国との間の、国際取引を幅広く取り扱っております。例えば、一般企業法務、企業買収、エネルギー・天然資源関

連、大型インフラ、プロジェクト・ファイナンス、知的財産権、紛争処理、進出および撤退等の取引について、同地域において執務経験のある弁護士が中心とな

り、同地域のビジネスおよび法律実務を熟知した、実践的なリーガルサービスの提供を行っております。本ニューズレターは、クライアントの皆様のニーズに即

応すべく、同地域に関する最新の情報を発信することを目的として発行しているものです。 
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